
○近江八幡市放課後児童クラブ施設整備事業費補助金交付要綱 

平成２８年１１月２９日 

告示第２２５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第２項及

び近江八幡市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年近江八幡市条例第３７号。以下「条例」という。）に基づく放課後児

童健全育成事業の実施事業者に対し、予算の範囲内において近江八幡市放課後児童

クラブ施設整備事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付し、新たに放課後

児童健全育成事業所（放課後児童クラブ。以下「事業所」という。）を設置するた

めの経費を補助することについて、近江八幡市補助金交付規則（平成２２年近江八

幡市規則第５５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

（令６告示１１・一部改正） 

（補助対象事業） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 施設整備事業（創設） 専用施設として新たに事業所を建設する事業 

(2) 施設整備事業（改築） 既存施設の改修により新たに事業所を整備する事業 

（補助対象者等） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市内で事

業所を整備又は運営しようとする事業者とする。ただし、近江八幡市放課後児童ク

ラブ新規運営者の基準等に関する要綱（平成２５年近江八幡市告示第２２２号）第

２条第３項の規定により市長の承認を受けた者でなければならない。 

２ 前条第１号の事業の補助対象者は、次に掲げる法人及び団体に限るものとする。 

(1) 社会福祉法人 

(2) 学校法人 

(3) 公益社団法人 

(4) 公益財団法人 

(5) その他市長が必要と認める者 

（平２９告示１３０・令２告示１２５・令６告示１１・一部改正） 

（補助金額等） 

第４条 補助対象経費、補助基準額等は、別表に定めるとおりとする。 

２ 補助金の額は、補助基準額と補助対象経費の実支出額から整備にかかる寄附金そ

の他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額とする。ただし、算出された額

に１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由があるときは、市長はこれを減額す

ることができる。 

（補助の条件） 

第５条 補助申請は、１事業所当たり１回限りとする。ただし、条例第９条第１項及

び第２項並びに第１０条第４項の基準を満たすための施設整備については、この限

りでない。 

２ 補助対象者は、事業に要する経費の配分の変更をする場合は、市長の承認を受け

なければならない。 

３ 補助対象者は、事業の内容のうち、次に掲げる事項について変更する場合は、市

長の承認を受けなければならない。 



(1) 建物の規模又は構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除

く。） 

(2) 建物等の用途 

４ 補助対象者は、事業を中止し、又は廃止する場合は、市長の承認を受けなければ

ならない。 

５ 補助対象者は、事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難にな

った場合は、速やかに市に報告し指示を受けなければならない。 

６ 事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取

得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械及び器具については、補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号。

以下「適正化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定により市長が別に

定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反

して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄しては

ならない。 

７ 市長は、補助対象者が市長の承認を受け財産を処分することにより収入があった

場合は、その収入の全部又は一部を市に納付させることができる。 

８ 事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後において

も、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなけ

ればならない。 

９ 補助対象者は、事業に係る収支及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収支及

び支出に関する証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業の完了の日

（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年

度の終了後５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又

は効用の増加した財産がある場合は、前記期間の経過後、当該財産の財産処分が完

了する日又は適正化法施行令第１４条第１項第２号の規定により市長が別に定める

期間を経過する日のいずれか長い日まで保管するものとする。 

１０ 補助対象者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によりこの補

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに

市長に報告しなければならない。なお、補助対象者が全国的に事業を展開する組織

の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消費税及び地方消費税の申告を

行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及び地方消費税の申告を行っている場

合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うものとする。 

１１ 補助対象者は、建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、

契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはならな

い。 

１２ 補助対象者は、事業を行うために締結する契約については一般競争入札に付す

るなど市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。 

１３ 補助対象者は、この補助金の対象経費に関し重複して、お年玉付き郵便葉書等

寄付金配分金又は公益財団法人JKA若しくは公益財団法人日本財団の補助金の交付

を受けてはならない。 

（令６告示１１・一部改正） 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、別に定める期日まで

に次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 近江八幡市放課後児童クラブ施設整備事業費補助金交付申請書（別記様式第１



号） 

(2) 事業計画書 

(3) 工事設計書及び工事図面 

(4) 収支予算書及び経費明細書 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請の内容を審査し、

補助金を交付すべきものと認めたときは、速やかに交付を決定するものとする。 

２ 市長は、補助金の交付を決定したときは、近江八幡市放課後児童クラブ施設整備

事業費補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により補助対象者に通知するもの

とする。 

（変更交付申請書） 

第８条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、補助金の交付決定後、申請の内容を変更しようとするときは、近江八幡市放課

後児童クラブ施設整備事業費補助金変更交付申請書（別記様式第３号）を市長に提

出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請があったときは、その申請の内容を審査し、適当

と認めたときは、近江八幡市放課後児童クラブ施設整備事業費補助金変更交付決定

通知書（別記様式第４号）により補助事業者に通知するものとする。 

（事業実績報告） 

第９条 補助事業者は、当該補助事業完了の日から起算して３０日を経過した日又は

当該補助事業を実施した年度の翌年度の４月５日のいずれか早い日までに次に掲げ

る書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 近江八幡市放課後児童クラブ施設整備事業実績報告書（別記様式第５号） 

(2) 事業報告書 

(3) 工事精算設計書（図面及び写真添付） 

(4) 工事関係決算書 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（令２告示１２５・一部改正） 

（補助金の額の確定等） 

第１０条 市長は、補助事業の実績報告書を受けた場合においてはその報告書を審査

し、その報告に係る補助事業等の成果が補助金の交付の内容及びこれに付した条件

に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補

助金の額を確定し、近江八幡市放課後児童クラブ施設整備事業費補助金交付確定通

知書（別記様式第６号）により、当該補助事業者に通知しなければならない。 

（補助金の請求） 

第１１条 前条の通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を請求する場合には、近

江八幡市放課後児童クラブ施設整備事業費補助金交付請求書（別記様式第７号）を

市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の請求を受けたときは、当該補助金を交付するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、補助事業等の目的を達成するために市長が特に必要が

あると認めたときは、交付すべき補助金の額の全部又は一部を概算払又は前金払で

交付することができる。この場合において、補助事業者は、市長が必要と認める事

業実施状況に関する書類を提出しなければならない。 

（令２告示１２５・一部改正） 



（補助金の返還等） 

第１２条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、その交付決定の全部若し

くは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させるこ

とができる。 

(1) 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(2) 規則又はこの要綱に違反したとき。 

(3) 書類の記載事項に虚偽があったとき。 

(4) その他市長が不適当と認めたとき。 

２ 補助金の交付を受けた者は、補助金の交付を受けて開設した事業を廃止した場合

は、当該補助金の全部又は一部を市長に返還しなければならない。ただし、特別の

事情があると市長が認めたときは、この限りでない。 

（その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

付 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（平成２９年告示第１３０号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（平成３０年告示第７号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（令和２年告示第１２５号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

付 則（令和３年告示第８０号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則（令和５年告示第２４１号） 

この要綱は、公布の日から施行する。 

付 則（令和６年告示第１１号） 

この要綱は、告示の日から施行する。 

別表（第４条関係） 

（令６告示１１・全改） 

補助対象事業 補助対象経費 補助金の基準額等 

施設整備事業

（創設） 

事業所の創設及び改築

整備に必要な工事費又

は工事請負費及び工事

事務費並びに既存建物

の買収に必要な財産購

入費 

子ども・子育て支援施設整備交付金の交付につ

いて（令和５年８月２２日こ成事第４５３号こ

ども家庭長官通知）の別紙「子ども・子育て支

援施設整備交付金交付要綱」別表に基づく当該

年度の基準額及び補助率により得た額 

施設整備事業

（改築） 

「放課後児童健全育成

事業」の実施について

（令和５年４月１２日

こ成環第５号こども家

庭庁成育局長通知）別

紙の「放課後児童健全

育成事業実施要綱」別

添２放課後子ども環境

整備事業のうち（１）

子ども・子育て支援交付金の交付について（令

和５年９月７日こ成事第４８１号こども家庭

長官通知）別紙の「子ども・子育て支援交付金

交付要綱」別紙の第３欄２放課後子ども環境整

備事業（１）放課後児童クラブ設置促進事業に

基づく当該年度の基準額及び補助率により得

た額 



放課後児童クラブ設置

促進事業の実施に必要

な経費 

備考 次に掲げる費用については、補助対象経費としない。 

（１） 土地の買収又は整備に要する費用 

（２） 既存建物の買収に要する費用 

（３） 門、囲障、構内の雨水排水設備及び構内通路等の外構整備に要する費用 

（４） 基準額の算出に係る国庫補助の対象とならない費用 

（５） その他整備費として適当と認められない費用 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



別記様式第１号（第６条関係） 

（令３告示８０・一部改正） 

別記様式第２号（第７条関係） 

別記様式第３号（第８条関係） 

（令３告示８０・一部改正） 

別記様式第４号（第８条関係） 

別記様式第５号（第９条関係） 

（令３告示８０・一部改正） 

別記様式第６号（第１０条関係） 

別記様式第７号（第１１条関係） 

（令３告示８０・一部改正） 

 


